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議案甲第４４号 

 

   多久市課設置条例及び多久市議会委員会条例の一部を改正する条    

   例 

 

 （多久市課設置条例の一部改正） 

第１条 多久市課設置条例（平成２２年多久市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

  第１条中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号から第１８号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第２条中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号から第１８号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

 

 （多久市議会委員会条例の一部改正） 

第２条 多久市議会委員会条例（平成３年多久市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

 

  第２条第２項第２号中「、広域クリーンセンター推進課」を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

   

 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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（提案理由） 

 組織の見直しに伴い課の廃止を行うため、条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第４５号 

 

   多久市職員給与条例等の一部を改正する条例 

 

 （多久市職員給与条例の一部改正） 

第１条 多久市職員給与条例（昭和２９年多久市条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

 

  第２０条第２項及び第３項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」

に改める。 

 

第２条 多久市職員給与条例の一部を次のように改正する。 

 

  第２０条第２項及び第３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．

５」に改める。 

 

 （多久市議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部改正） 

第３条 多久市議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例（昭和３３年多久

市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

  第７条中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の

１７０」を「１００分の１６５」に改める。 

 

第４条 多久市議会議員の議員報酬及び費用弁償等支給条例の一部を次のよう

に改正する。 

 

  第７条中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、「１００

分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 
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 （市長及び副市長の諸給与条例の一部改正） 

第５条 市長及び副市長の諸給与条例（昭和２９年多久市条例第５１号）の一

部を次のように改正する。 

 

  第４条中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の

１７０」を「１００分の１６５」に改める。 

 

第６条 市長及び副市長の諸給与条例の一部を次のように改正する。 

 

  第４条中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、「１００

分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

 

 （多久市教育長の諸給与及び勤務条件に関する条例の一部改正） 

第７条 多久市教育長の諸給与及び勤務条件に関する条例（昭和２９年多久市

条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

 

  第４条中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の

１７０」を「１００分の１６５」に改める。 

 

第８条 多久市教育長の諸給与及び勤務条件に関する条例の一部を次のように

改正する。 

 

  第４条中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、「１００

分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和２年１２月１日から施行する。ただし、第２条、第４条、

第６条及び第８条の規定は、令和３年４月１日から施行する。 

 



 5 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 佐賀県人事委員会勧告に伴い、職員の期末手当の支給割合を改定するため、

条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第４６号 

 

   多久市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

多久市国民健康保険税条例（昭和２９年多久市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

第２１条第１号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有す

る者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２８条第 1 項に規定する給与所得について同条第３項

に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定

する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６

５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を

超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以

下この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、

４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金

額を加算した金額）」に改め、同条第２号及び第３号中「３３万円」を「４３

万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算し

た金額）」に改める。 

附則第２項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）」を「所得税法」に改

め、「同条中「法第７０３条の５に規定する総所得金額」の次に「及び山林所

得金額」を加え、「、「法」を「「法」に、「とする。）」」を「とする。）
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及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」」に改める。 

附則第４項及び第５項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第

１項」を加える。 

  

   附 則    

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の多久市国民健康保険税条例第２１条及び附則第２

項の規定は、令和３年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令

和２年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、減額規定を改正するため、条例の一部を改正する必

要がある。 
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議案甲第４７号 

 

   多久市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子    

   ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部 

   を改正する条例 

 

多久市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年多久市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第２２号中「第４３条第３項」を「第４３条第２項」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 子ども・子育て支援法の改正に伴い、条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第４８号 

 

   多久市放課後児童健全育成事業負担金徴収条例の一部を改正する    

   条例  

 

 多久市放課後児童健全育成事業負担金徴収条例（平成５年多久市条例第８号）

の一部を次のように改正する。  

 

 別表第１の継続利用の場合の部中  

「  

４月から翌年３月までの平日（月曜日から金

曜日まで）の利用、ただし８月を除く  

月額  １，５００円  

８月の平日（月曜日から金曜日まで）の利用  月額  ３，０００円  

                                  」  

を  

「  

４月から翌年３月までの平日（月曜日から金

曜日まで）の利用、ただし８月を除く  

月額  ２，５００円  

８月の平日（月曜日から金曜日まで）の利用  月額  ４，０００円  

                                  」  

に改め、長期休業のみの利用の部中  

「  

夏季休業日７月分  

（月曜日から金曜日まで）  

当該期間額  １，５００円  

夏季休業日８月分  

（月曜日から金曜日まで）  

当該期間額  ３，０００円  

冬季休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  ７００円  

学年末休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  ７００円  
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春季休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  ７００円  

                                  」  

を  

「  

夏季休業日７月分  

（月曜日から金曜日まで）  

当該期間額  ２，５００円  

夏季休業日８月分  

（月曜日から金曜日まで）  

当該期間額  ４，０００円  

冬季休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  １，０００円  

学年末休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  １，０００円  

春季休業日（月曜日から金曜日まで）  当該期間額  １，０００円  

                                  」  

に改める。  

 

   附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 放課後児童健全育成事業に係る事業費の増加に伴い負担金の額を改定するた

め、条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第４９号 

 

   多久市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

多久市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年多久市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 

附則第２条中「特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合」を「延滞金特例

基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）」に改め、「その年における特例

基準割合」を「その年における延滞金特例基準割合」に改め、「当該特例基準

割合」を「当該延滞金特例基準割合」に改める。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の多久市後期高齢者医療に関する条例附則第２条の

規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同

日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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（提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、延滞金の規定を改正するため、条例の一部を改正す

る必要がある。
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議案甲第５０号 

 

   多久市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正    

   する条例 

 

多久市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（平成１６年多久市条例

第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

第１２条第１項中「１４．６パーセント」を「１４．５パーセント」に、「７．

３パーセント」を「７．２５パーセント」に改める。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則

に次の１項を加える。 

 （延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間、第１２条第１項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．２５パー

セントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．５パーセ

ントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．２５パー

セントの割合を加算した割合とし、年７．２５パーセントの割合にあっては

当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算

した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には、年７．２５パー

セントの割合）とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例による改正後の多久市都市計画下水道事業受益者負担に関する条

例附則第２項の規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金につ

いて適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例によ

る。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、延滞金の規定を改正するため、条例の一部を改正す

る必要がある。 
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議案甲第５１号 

 

   多久市公共下水道区域外流入受益者分担金に関する条例及び多久    

   市農業集落排水事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 

 

第１条 多久市公共下水道区域外流入受益者分担金に関する条例（平成１８年

多久市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

  第７条を次のように改める。 

  （督促、延滞金等） 

 第７条 分担金に係る督促、延滞金及び滞納処分の行為は、多久市債権管理

条例（平成３０年多久市条例第４号）の例による。 

  第８条を削り、第９条を第８条とする。 

 

第２条 多久市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成１５年多久市条例第２

１号）の一部を次のように改正する。 

 

  第１０条中「市税」を「多久市債権管理条例（平成３０年多久市条例第４

号）」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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（提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、延滞金の規定を改正するため、条例の一部を改正す

る必要がある。 
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議案甲第５２号 

 

   多久市道路占用料条例等の一部を改正する条例  

 

第１条 多久市道路占用料条例（昭和３５年多久市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。  

 

  第４条を次のように改める。  

  （占用料の徴収方法及び納期限）  

 第４条 占用料は、当該許可期間に係る会計年度ごとに納入通知書又は口座  

振替により徴収する。  

 ２ 納期限は、６月末日とする。ただし、当該年度の途中から許可を受けた

占用料等の納期限は、納入通知書に指定する期日とする。  

  第５条を次のように改める。  

  （督促及び延滞金）  

第５条 市長は、占用料を前条第２項の納期限までに納付しない者があると

きは、期限を指定してこれを督促しなければならない。  

２ 前項の規定により督促をした場合においては、督促状１通につき１００

円の督促手数料を徴収する。 

 ３ 市長は、第１項の規定による督促をした場合において、当該督促をした

金額が２，０００円以上であるときは、当該金額に納期限の翌日から納付

の日までの日数に応じ、当該金額（１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）につき年１４．５パーセント（当該納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間については、年７．２５パーセント）の割

合を乗じて計算した額（その額に１００円未満の端数があるとき、又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てる。）に相当する延滞金を徴収する。  

 ４ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合とする。  
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  附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附

則に次の１項を加える。 

  （延滞金の割合の特例）  

 ２ 当分の間、第５条第３項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．

２５パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．

５パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．

２５パーセントの割合を加算した割合とし、年７．２５パーセントの割合

にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には、

年７．２５パーセントの割合）とする。  

 

第２条 多久市準用河川占用料及び産物採取料徴収条例（平成２４年多久市条

例第２６号）の一部を次のように改正する。  

 

  第４条を次のように改める。  

  （占用料等の徴収方法及び納期限）  

 第４条 占用料等は、当該許可期間に係る会計年度ごとに納入通知書又は口  

  座振替により徴収する。  

 ２ 納期限は、６月末日とする。ただし、当該年度の途中から許可を受けた

占用料等の納期限は、納入通知書に指定する期日とする。  

  第７条を第８条とし、第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加え

る。  

  （督促及び延滞金）  

 第６条 市長は、占用料等を第４条第２項の納期限までに納付しない者があ

るときは、期限を指定してこれを督促しなければならない。  
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２ 前項の規定により督促をした場合においては、督促状１通につき１００

円の督促手数料を徴収する。 

 ３ 市長は、第１項の規定による督促をした場合において、当該督促をした

金額が２，０００円以上であるときは、当該金額に納期限の翌日から納付

の日までの日数に応じ、当該金額（１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）につき年１４．５パーセント（当該納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間については、年７．２５パーセント）の割

合を乗じて計算した額（その額に１００円未満の端数があるとき、又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てる。）に相当する延滞金を徴収する。ただし、市長が、納期限まで

に納付しなかったことについてやむを得ない事由があると認める場合にお

いては、延滞金額を減額し、又は免除することができる。  

 ４ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合とする。  

  附則を附則第１項とし、次の１項を加える。  

  （延滞金の割合の特例）  

 ２ 当分の間、第６条第３項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の

延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．

２５パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．

５パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．

２５パーセントの割合を加算した割合とし、年７．２５パーセントの割合

にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には、

年７．２５パーセントの割合）とする。  

 

第３条 多久市法定外公共物管理条例（平成１５年多久市条例第１０号）の一
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部を次のように改正する。  

 

  第１７条を次のように改める。  

  （占用料等の徴収方法及び納期限）  

 第１７条 占用料等は、当該許可期間に係る会計年度ごとに納入通知書又は  

  口座振替により徴収する。  

 ２ 納期限は、６月末日とする。ただし、当該年度の途中から許可を受けた

占用料等の納期限は、納入通知書に指定する期日とする。  

  第２１条を第２２条とし、第２０条を第２１条とし、第１９条を第２０条  

とし、第１８条の次に次の１条を加える。  

  （督促及び延滞金）  

第１９条 市長は、占用料等を第１７条第２項の納期限までに納付しない者

があるときは、期限を指定してこれを督促しなければならない。  

２ 前項の規定により督促をした場合においては、督促状１通につき１００

円の督促手数料を徴収する。 

 ３ 市長は、第１項の規定による督促をした場合において、当該督促をした

金額が２，０００円以上であるときは、当該金額に納期限の翌日から納付

の日までの日数に応じ、当該金額（１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）につき年１４．５パーセント（当該納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間については、年７．２５パーセント）の割

合を乗じて計算した額（その額に１００円未満の端数があるとき、又はそ

の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てる。）に相当する延滞金を徴収する。ただし、市長が、納期限まで

に納付しなかったことについてやむを得ない事由があると認める場合にお

いては、延滞金額を減額し、又は免除することができる。  

 ４ 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３

６５日当たりの割合とする。  

  附則に次の１項を加える。  

  （延滞金の割合の特例）  
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 ３ 当分の間、第１９条第３項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの

割合及び年７．２５パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年

の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．

２５パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．

５パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．

２５パーセントの割合を加算した割合とし、年７．２５パーセントの割合

にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には、

年７．２５パーセントの割合）とする。  

 

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 第１条の規定による改正後の多久市道路占用料条例第５条第３項及び附則

第２項の規定、第２条の規定による改正後の多久市準用河川占用料及び産物

採取料徴収条例第６条第３項及び附則第２項の規定並びに第３条の規定によ

る改正後の多久市法定外公共物管理条例第１９条第３項及び附則第３項の規

定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日

前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。  

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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（提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、延滞金の規定を改正するため、条例の一部を改正す

る必要がある。 
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議案甲第５３号 

 

   多久市定住促進条例の一部を改正する条例 

 

 多久市定住促進条例（平成１８年多久市条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

 

 附則第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

  定住奨励事業の期限を延長するため、条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第５４号 

 

   多久聖廟展示館及び多久市東原庠舎の指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久聖廟展示館 

   多久市東原庠舎 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市多久町１８４３番地３ 

   公益財団法人「孔子の里」 理事長 横尾 俊彦 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 多久聖廟展示館及び多久市東原庠舎の指定管理者を指定したいので、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定により提案する。 
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議案甲第５５号  

 

   多久市陸上競技場等の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市陸上競技場 

   多久市庭球場 

   多久市アーチェリー場 

   多久市野球場 

   東多久運動広場 

   北多久運動広場 

   多久北部運動広場 

   緑が丘運動広場 

   多久市体育センター 

   東多久社会体育館 

   北多久社会体育館 

   緑が丘社会体育館 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍１１１９番地９０ 

   一般財団法人 多久市体育協会 会長 小野 茂 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  
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   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由）  

 多久市陸上競技場等の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により提案する。  
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議案甲第５６号  

 

   多久市社会福祉会館の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市社会福祉会館 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍４５番地３１ 

   社会福祉法人 多久市社会福祉協議会 会長 藤田 和彦 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 多久市社会福祉会館の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により提案する。 
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議案甲第５７号 

 

   多久市ワーキングサポートセンターの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市ワーキングサポートセンター 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   佐賀市唐人１丁目６－１ 

   特定非営利活動法人価値創造プラットフォーム 代表理事 石崎 方規 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 多久市ワーキングサポートセンターの指定管理者を指定したいので、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定により提案する。  
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議案甲第５８号 

 

   多久市物産館「朋来庵」の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市物産館「朋来庵」 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市多久町１８３７番地１ 

   多久市観光協会 会長 野中 保圀 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 多久市物産館「朋来庵」の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４

４条の２第６項の規定により提案する。 
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議案甲第５９号 

 

   多久市ふるさと情報館「幡船の里」の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市ふるさと情報館「幡船の里」 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市西多久町大字板屋６１５７番地４ 

   幡船の里運営協議会 会長 蒲原 政信 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 多久市ふるさと情報館「幡船の里」の指定管理者を指定したいので、地方自

治法第２４４条の２第６項の規定により提案する。 
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議案甲第６０号 

 

   東多久交流プラザの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   東多久交流プラザ 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍６８７番地１９ 

   多久市商工会 会長 藤川 範史 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由）  

 東多久交流プラザの指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条の

２第６項の規定により提案する。  
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議案甲第６１号  

 

   多久市駐車場の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   砂原駐車場 

   東多久古賀山駐車場 

   東多久駅南駐車場 

   東多久駅北駐車場 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍６８７番地１９ 

   多久市商工会 会長 藤川 範史 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由）  

 多久市駐車場の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条の２第

６項の規定により提案する。  
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議案甲第６２号 

 

   多久市まちづくり交流センターの指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   多久市まちづくり交流センター 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍１０１６番地２ 

   一般社団法人たく２１ 代表理事 鳥井 勝久 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

   令和２年１１月３０日  

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由）  

 多久市まちづくり交流センターの指定管理者を指定したいので、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により提案する。  
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議案甲第６３号 

 

   中央公園の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   中央公園 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍６７１番地３ 

   西九州建設株式会社 代表取締役 福島 豊 

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦  

 

（提案理由） 

 中央公園の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により提案する。  
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議案甲第６４号 

 

   西渓公園等の指定管理者の指定について 

 

 次のとおり指定管理者を指定するので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   西渓公園 

   中部公園 

   多久市西渓公園寒鶯亭 

２ 指定管理者となる団体の住所及び名称 

   多久市北多久町大字小侍６７１番地３ 

   西九州建設株式会社 代表取締役 福島 豊   

３ 指定の期間 

   令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦 

 

（提案理由） 

 西渓公園等の指定管理者を指定したいので、地方自治法第２４４条の２第６

項の規定により提案する。 

 


